
回　答

1 　要支援2について算定できるのか。
　要支援者については、「介護予防認知症対応型共同生活介護費」の対象と
なるが、これについては、医療連携加算は設けていないことから、算定できな
い。

2
　看護師の配置については、職員に看護資格をもつものが
いればいいのか。看護職員として専従であることが必要か。

　職員（管理者、計画作成担当者又は介護従業者）として看護師を配置して
いる場合については、医療連携体制加算を算定できる。訪問看護ステーショ
ン等、他の事業所との契約により看護師を確保する場合については、認知症
高齢者グループホームにおいては、看護師としての職務に専従することが必
要である。

3
　看護師としての基準勤務時間数は設定されているのか（24
時間オンコールとされているが、必要とされる場合に勤務す
るといった対応でよいか。）.

　看護師としての基準勤務時間数は設定していないが、医療連携体制加算
の請求において必要とされる具体的なサービスとしては、
・利用者に対する日常的な健康管理
・　通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治医）との連
絡・調整
・　看取りに関する指針の整備
等を想定しており、これらの業務を行うために、当該事業所の利用者の状況
等を勘案して必要な時間数の勤務が確保できていることが必要である。（事
業所における勤務実態がなく、単に「オンコール体制」としているだけでは、医
療連携体制加算の算定は認められない｡）

4

　協力医療機関との連携により、定期的に診察する医師、訪
問する看護師で加算はとれるか。連携医療機関との連携体
制（連携医療機関との契約書で可能か）による体制で加算
が請求可能か。

　医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、
可能な限り継続して認知症高齢者グループホームで生活を継続できるよう
に、看護師を配置することによって、日常的な健康管理を行ったり、医療ニー
ズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備している事業
所を評価するものであるため、看護師を確保することなく、単に協力医療機
関に医師による定期的な診療が行われているだけでは、算定できず、協力医
療機関との契約のみでは、算定できない。
なお、協力医療機関との契約を見直し、契約内容が、看護師の配置について
医療連携体制加算を算定するに足りる内容であれば、算定をすることはあり
得る。
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5
　同一法人の他事業所に勤務する看護師を活用する場合、
双方の常勤換算はどのように考えられるのか。（他事業所に
常勤配置とされている従業者を併任してもよいか）

　算定の留意事項（通知）にあるとおり、併任で差し支えない。常勤換算につ
いては、双方の事業所における勤務時間数により、それぞれ算定する。

6
　算定要件である「重度化した場合における対応に関する指
針」の具体的項目は決められるのか。また、加算の算定に
は、看取りに関する指針が必須であるか。

　算定の留意事項（通知）にあるとおり、医療連携体制加算の算定要件であ
る「重度化した場合における対応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、
例えば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期間中に
おけるグループホームの居住費や食費の取扱い、③看取りに関する考え方、
本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、な
どを考えており、これらの項目を参考にして、各事業所において定めていただ
きたい。
また、この「重度化した場合における対応に係る指針」は、入居に際して説明
しておくことが重要である。
なお､指針については、特に様式等は示さないが、書面として整備し、重要事
項説明書に盛り込む、又は、その補足書類として添付することが望ましい。

7

　医療連携体制加算について、看護師により24時間連絡体
制を確保していることとあれが、同一法人の特別養護老人
ホームの看護師を活用する場合、当該看護師が特別擁護老
人ホームにおいて夜勤を行うときがあっても、グループホー
ムにおいて24時間連絡体制が確保されていると考えてよい
か。

　医療連携体制加算は、看護師と常に連携し、必要なときにグループホーム
側から看護師に医療的対応等について相談できるような体制をとることを求
めているものであり、特別養護老人ホームの看護師を活用する場合に、当該
看護師が夜勤を行うことがあっても、グループホームからの連絡を受けて当
該看護師が必要な対応をとることができる体制となっていれば、24時間連絡
体制が確保されていると考えられる。

8

　医療連携体制加算について、
①看護師は、准看護師でもよいのか。
②特別養護老人ホームが併設されている場合、特別養護老
人ホームから看護師を派遣することとして差し支えないか。
③具体的にどのようなサービスを提供するのか。

　医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者が、
可能な限り継続して認知症高齢者グループホームで生活を継続できるよう
に、日常的な健康管理を行ったり、医療ニーズが必要となった場合に適切な
対応がとれる等の体制を整備している事業所を評価するものである。
したがって、
①利用者の状態の判断や、グループホーム職員に対し医療面からの適切な
指導、援助を行うことが必要であることから、看護師配置を要することとして
おり、准看護師では本加算は認められない。
②看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用
する場合は、当該グループホームの職員と他の事業所の職員を併任する職
員として配置することも可能である。
③医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとしては、
　・利用者に対する日常的な健康管理
　・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関(主治医)との連
絡調整
　・看取りに関する指針の整備
等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時問を確保すること
が必要である。
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9
医療連携加算算定時に、契約の上で訪問看護ステーション
を利用することが可能となったが、急性増悪時等において、
医療保険による訪問看護の利用は可能か。

診療報酬の算定要件に合致すれば、利用可能である。

10
　看取りに関する指針の内容について見直しを行って変更し
た場合には、既存の入所者等に対して、改めて説明を行い、
同意を得る必要があるか。

　「看取りに関する指針」の見直しにより、「当該施設の看取りに関する考え
方」等の重要な変更があった場合には、改めて入所者及びその家族等に説
明を行い、同意を得る必要がある。なお、それ以外の場合についても、入所
者等への周知を行うことが適切である。

11

　看取りに関する指針は、入所の際に入所者又は家族に説
明し、同意を得ることとされているが、入所後に入所者の心
身の状況が変化し看取り介護の必要性が認められる場合
に、その時に説明し、同意を得たとして算定はできないの
か。

　少なくとも説明及び同意の有無を確認することは、原則入所時に行う必要
がある。ただし、同意の有無を確認することについては、入所者の意思に関
わるものであることから、遅くとも看取り介護の開始前に行う必要がある。

12
　退去時相談援助加算は、グループホームのショートステイ
利用者は対象となるか。

　本加算制度はグループホームを退去後の居宅サービスの利用等について
相談を行ったことを評価するものである。ショートステイ等既に居宅サービス
を利用している者の相談援助は、居宅サービスのケアマネージャー等が行う
ものであるため、当該加算の対象とはならない。
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回　答

1
　入院により、通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスの
いずれも利用し得ない月であっても、小規模多機能型居宅介
護費の算定は可能か。

　登録が継続しているなら、算定は可能であるが、お尋ねのような場合には、
サービスを利用できないのに利用者負担が生じることに配慮して、基本的に
は、一旦契約を修了すべきである。

2
　サービス提供が過少である場合の減算の取扱いについて、
電話による見守りをサービス提供回数に含めることは可能か。

　利用者宅を訪問して見守りの意味で声掛け等を行った場合は、サービス提供
回数に含めることは可能であるが、電話による見守りはサービス提供回数に含
めることはできない。

3

　小規模多機能型居宅介護事業所に登録していた利用者が、
一旦登録を解除して、再度、解除日の２週間後に当該指定小
規模多機能型居宅介護事業所に登録する場合、初期加算は
再登録の日から３０日間算定することは可能か。

　病院等に入院のため、小規模多機能型居宅介護事業所の登録を解除した場
合で、入院の期間が３０日以内のときは、再登録後に初期加算を算定すること
はできないが、そうでない場合は、初期加算を算定することは可能である。

4
 看護師資格を有する管理者については、看護職員配置加算
の要件である常勤かつ専従を満たすこととして、加算を算定す
ることは可能か。

　指定基準等においては、看護職員の配置は常勤要件とはされていない。一
方、看護職員配置加算は、利用者ニーズへの対応を図るため、常勤かつ専従
を要件として創設されたものであることから、お尋ねのような場合についての加
算の算定は認められない。

5
　短期利用可能な宿泊室の計算を行うに当たって、当該事業
所の登録者の数は、いつの数を使用するのか。

　短期利用可能な宿泊室数の計算を行うに当たって、当該事業所の登録者の
数は、短期利用を認める当該日の登録者の数を使用するものとする。

6
　訪問体制強化加算について、訪問サービスを担当する常
勤の従業者は、小規模多機能型居宅介護の訪問サービス
以外の業務に従事することは可能か。

　「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業
者として固定しなければならないという趣旨ではなく、当該小規模多機能型居
宅介護事業所における訪問サービス以外の業務に従事することも可能であ
る。

7

　訪問体制強化加算について、訪問サービスを担当する常
勤の従業者を２名以上配置することとされているが、当該事
業所の営業日・営業時間において常に満たすことが必要
か。

　「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、当該事業所において訪問
サービスの提供に当たる者のうち２名以上を常勤の従業者とすることを求め
るものであり、当該事業所の営業日・営業時間において常に訪問を担当する
常勤の従業者を２名以上配置することを求めるものではない。

8
　訪問体制強化加算について、当該月において、訪問サー
ビスの利用が１度も無かった登録者についても、当該加算を
算定するのか。

　貴見のとおりである。

小規模多機能型居宅介護

質　問
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9
　訪問体制強化加算の届出をしたが、一月当たりの訪問回
数が200回未満であった場合、当該月において算定できない
ということでよいか。

　貴見のとおりである。
　訪問体制強化加算の算定に係る届出がされている小規模多機能型居宅介
護事業所については、一月当たりの延べ訪問回数が200回以上となった月に
おいて、当該加算を算定できる。　なお、算定要件のうち「訪問サービスの提
供に当たる常勤の従業者を２名以上配置していること」を満たしている場合に
は、一月当たりの訪問回数に応じて、当該体制届についてあらためて変更・
取下、再提出等の手続を求めるものではない。

10

　訪問体制強化加算における「一月当たり延べ訪問回数が
200回以上」とは、当該事業所の登録者数にかかわらず一月
当たり延べ訪問回数が200回以上必要であるということでよ
いか。

　貴見のとおりである。

11
　訪問体制強化加算について、訪問サービスの提供回数に
は、通いサービスの送迎として自宅を訪問する場合も含まれ
るのか。

　「訪問サービスの提供回数」は、「指定地域密着型サービスに要する費用の
額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費
用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平
成18年３月31日老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第
0331018号、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長通知）の第２の５
（３）①ロに規定する「サービス提供が過少である場合の減算」における訪問
サービスの算定方法と同様の方法に従って算定することとしており、具体的
には、指定地域密着型サービス指定基準第87条に規定する「提供した具体
的なサービスの内容等の記録」において、訪問サービスとして記録されるも
のに基づき算定することとなる。
　したがって、通いサービスの送迎として自宅を訪問する場合であっても、介
護従業者が行う身体整容や更衣介助など、当該記録において訪問サービス
として記録されるサービスについては、訪問サービスの提供回数に含まれる
ものである。

12

　看取り介護加算の算定要件のうち「２４時間連絡できる体制」
とは、看護職員配置加算（Ⅰ）で配置する常勤の看護師と連絡
できる体制を確保することを求めるものか。それとも、他の常勤
以外の看護師も含めて、連絡できる体制を確保していれば算
定要件を満たすのか。

　看護職員配置加算（Ⅰ）で配置する常勤の看護師に限らず、他の常勤以外の
看護師を含め、小規模多機能型居宅介護事業所の看護師と２４時間連絡でき
る体制が確保されていれば算定要件を満たすものである。

13

　月途中から同一建物に転居した場合等については、居住して
いた期間に対応した単位数を算定することとあるが、「転居した
日」は同一建物以外、同一建物のどちらの単位を算定すれば
よいか。

　当該利用者の異動後の居住場所により算定する。
　例えば、同一建物に有料老人ホームがある小規模多機能型居宅介護事業所
について、戸建住宅に居住しなが当該事業所を利用していた者が、当該事業所
に併設する有料老人ホーム等に入居する場合には、転居日における基本報酬
は、「同一建物に居住する者に対して行う場合」を算定する。
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14

　総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の
状況等に応じて、随時、関係者（小規模多機能型居宅介護
の場合は、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員
その他の関係者）が共同して個別サービス計画の見直しを
行うこととされているが、個別サービス計画の見直しに当た
り全ての職種が関わることが必要か。また、個別サービス計
画の見直しが多職種協働により行われたことを、どのように
表せばよいか。

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護
小規模多機能型居宅介護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状
態を確認しつつ、一体的なサービスを適時・適切に提供することが求められ
ている。これらの事業では、利用者の生活全般に着目し、日頃から主治の医
師や看護師、その他の従業者といった多様な主体との意思疎通を図ることが
必要となり、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコスト」を有しているた
め、総合マネジメント体制強化加算により評価するものである。
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護
小規模多機能型居宅介護を提供する事業所における個別サービス計画の見
直しは、多職種協働により行われるものであるが、その都度全ての職種が関
わらなければならないものではなく、見直しの内容に応じて、適切に関係者が
かかわることで足りるものである。
　また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレ
ンスなどの会議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかか
わりを通じて行われることも少なくない。通常の業務の中で、主治の医師や看
護師、介護職員等の意見を把握し、これに基づき個別サービス計画の見直し
が行われていれば、本加算の算定要件を満たすものである。なお、加算の要
件を満たすことのみを目的として、新たに多職種協働の会議を設けたり書類
を作成することは要しない。

15

　小規模多機能型居宅介護の総合マネジメント体制強化加
算について、「地域における活動への参加の機会が確保さ
れている」こととあるが、具体的な取組内容や取組頻度につ
いてどのように考えればよいか。

　小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続す
ることができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利
用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、サービスを
提供することとしている。
　「地域における活動」の具体的な取組内容については、指定地域密着型
サービス基準の解釈通知の５（７）イにおいて、「地域の行事や活動の例」をお
示ししている。
ただし、小規模多機能型居宅介護事業所が、事業所の所在する地域におい
て一定の理解・評価を得て、地域を支える事業所として存在感を高めていくた
めに必要な取組は、地域の実情に応じて、様々なものが考えられるため、当
該解釈通知に例示する以外の取組も該当し得る。
　また、地域における活動は、一定の活動の頻度を定めて行う性格のもので
はなく、利用者が住み慣れた地域において生活を継続するために何が必要
かということについて、常に問題意識をもって取り組まれていれば、当該要件
を満たすものである。
　なお､地域における活動が行われていることは、そのため､サービス提供記
録や業務日誌等、既存の記録において確認できれば足りるものであり、加算
要件を満たすことを目的として、新たに資料を作成することは要しない。
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